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はじめに
本稿では、事業者が、相手方が複数の種類の製品を購入することに対して価格割引を行った
り、リベートを与えたりする行為（以下、バンドリングリベート）に対する競争政策のあり方
について、アメリカ合衆国の反トラスト法の適用をめぐる判例と学説の検討を中心に考察する1。
１．SmithKline事件2
本件は、地裁でトライアルの後にシャーマン法２条違反が認定され、控訴裁判所も地裁の判
断を支持して、控訴を退けている。
1964年に被告のLillyは、抗生物質のセファロスポリンであるKeflinを初めて合衆国市場で販売
し、その後、４つのセファロスポリンを販売した。これらの４品には合衆国の特許権を取得し
ている。1973年に、本件の原告のSmithKlineが、Ancefを発売して競争が生じた。発売後にLilly
がこれに対抗して、Kefzolを発売した。この２品は、日本企業からライセンスを受けていた。
1974年の市場シェアは、LillyのKeflinが54.8％、Keflexが20.4％、kefzolが11.0％、で５品全体
で89.8％を占め、SmithKlineのAncefは8.4％のシェアを占めていたことが認定されている。
KefzolとAncefが同質の製品で競争関係にあるが、Keflinとも代替関係にあった。Keflinの方が
優れた薬品とされているが、費用のかかる製品であった。LillyにとってはKeflinの利潤の方が遥
かに大きかったので、Lillyは、Keflinの代替が進むのを抑制して、Keflinの市場における地位を
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保持しようとしたと認定されている。
Lillyが競争激化に伴って導入したバンドリングリベートが、反トラスト法違反となるかが、
本件で争われた。これは、Lillyのセファロスポリンの５品のうち、いずれか３品の購入量に基
づいて３％のリベートを支払うというものだった。現実は、Kefzolの購入をKeflexとKeflinに結
びつけるものだったとされている。購入者側の病院は、KeflexとKeflinの購入と、SmithKlineの
Ancefを購入することを自由に選択することができたが、３％のリベートを獲得できなくなる効
果があった。
Lillyのボーナスリベートに対抗する為には、競争者は１つの製品に直面する競争以上の競争
に対抗することを強いられた。主導的な２製品を含む３つのセファロスポリンの全購入量に基
づいて与えられるボーナスリベートにマッチしなければならなかった。３品目の購入により利
用可能な割引に１品目で対抗することが強いられ、SmithKlineは、Ancefの購入者に対して、平
均サイズの病院で約16％、より大きな病院では約35％のリベートを提供しなければならなかっ
たと認定されている。
地裁は、本件リベートの導入前は、SmithKlineの税引前売上高利益率が4.6％だったのに対し、
本件リベートの導入後には、－10.2％に低下した旨の専門家の証言があることも指摘している。
原告は、シャーマン法１条とクレイトン法３条に違反する抱合せ販売に当たるとの主張も行
ったが、地裁は、ダンキンドーナツ事件判決3に依拠し、買手がどちらかの製品を自由に選択で
きる限り、抱合せは存在しないとして、違反行為の存在を認めなかった。
これに対して、シャーマン法２条違反の主張については、Lillyの病院向けセファロスポリン
市場のシェアが全体で、1974年末に89.8％であったことから、独占力を保有していることを認
めた上で、リベートにより、競争に直面していない製品と競争に直面している製品とを結びつ
けることによって、シャーマン法２条を明らかに侵したと判示した。病院がKefzolを購入しな
いと、KeflinとKeflexを取引しないという脅しをLillyはしていなかったが、３製品がリンクされ
る場合、結果は同一であり、独占力が拡張されることになり、その効果は、抱合せが用いられ
たのと同一であった蓋然性があると判示した。
控訴裁判所での争点は、商品市場の市場画定であり、Lillyは市場がセファロスポリンに限定
されず、より広範囲の抗生物質を含む旨の主張を行ったが、退けられた。
２．Ortho事件4
本件は、血液のウイルス検査の製品の販売をめぐる２つのメーカーの争いの事案であり、被
告による訴え却下のサマリージャッジメントの申し立てを、一部認めた判決である。被告の
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Abbottのみが、血液のウイルス検査に必要な５つの製品の全てを製造販売している。本件で争
われたのは、BDC（血液センター）と呼ばれるユーザーに対する販売であり、Abbottの販売額
の市場シェアは、HTLVが90％、HIV-1/2が87％、HBsAgが73％、Anti-coreが69％、HCVが20％
と認定されている。HCVについては、Abbottは原告のOrthoからライセンスを得て製造販売を行
っている。
BDCの団体であるCCBC（血液センター協議会）が、より有利な取引条件を求めてAbbottと
Orthoに対して交渉の提案を行い、激しい交渉の後に、CCBCとAbbottは、血液テストと機器の
３年の供給契約を結んだ。血液検査の製品とともに、DMSと呼ばれる検査結果のデータ処理シ
ステムの販売が、契約の対象となっていた。CCBC契約は、次の４つのセットの価格表を対象
としていた。
①Abbottから５つの検査とDMSを購入する場合は、HCVが2.90ドル、Anti-coreが0.85ドル、
HTLVが1.03ドル、HIV-1/2が1.93ドル、HBsAgが0.66ドル、で、５品合計では7.37ドル。
②Abbottから４つの検査とDMSを購入する場合は、HCVが2.90ドル、Anti-coreが1.14ドル、
HTLVが1.18ドル、HIV-1/2が2.08ドル、HBsAgが0.81ドル、で、５品合計では8.11ドル。
③Abbottから４つの検査を購入するがDMSは含まない場合は、HCVが2.90ドル、Anti-coreが
1.05ドル、HTLVが1.09ドル、HIV-1/2が1.99ドル、HBsAgが0.72ドル、で、５品合計では7.75ド
ル。
④Abbottから３品以下しか購入せず（１品のみ購入も含む）、DMSも含まない場合は、HCV
が3.53ドル、Anti-coreが1.25ドル、HTLVが1.57ドル、HIV-1/2が2.47ドル、HBsAgが1.20ドル、
で、５品合計では10.02ドル。
原告のOrthoは、この価格体系について、AbbottからHTLV、HIV1/2、HCVを購入し、Orthoか
らHBとAnti-coreを購入すると、Abbottの３製品だけで7.57ドルかかるのに対して、Abbottから
５製品を購入すれば、DMSを合わせて、7.37ドルで購入できることを指摘して、Abbottが競争
者からも購入すると相手方に制裁を科すような価格にしていると主張する。
原告のOrthoはシャーマン法２条の救済を求めて、次の３つの主張を行った。
①Abbottは、HB、Anti-core、HTLV、HIV1/2のBOCに対する販売の一つ以上の市場で独占力
を保持しており、CCBC契約のパッケージ価格は違法にその力を維持するものだった。 ②
Abbottは、HIV1/2、HTLV、DMSのBDCへの販売において独占力を保持しており、CCBCとの契
約は、独占力の梃子の行使によって、HB、Anti-core、HCVの市場で競争上の優位を獲得しよう
とするものであった。 ③Abbottの行為は、BDCが購入する５つの検査市場のそれぞれで、独
占の企図にあたる。
これに対して、被告のAbbottは、①Abbottには独占力がなく、関連市場で独占力を獲得する
危険の蓋然性がない、②CCBCへの価格は全ての場合に、平均可変費用を上回っており、その
バンドリングリベートに対する競争政策－藤田
－ －124
結果、価格設定は正当で好ましい競争であり、低価格と消費者福祉の向上をもたらすものであ
り、Orthoは競争への明白な害悪の立証に失敗したと主張した。
被告のAbbottによるサマリージャッジメントの申立てに対して、裁判所は、Abbottが独占力
を有しているかどうかの争点については、Abbottのシェアは、HTLVで少なくとも90％、HIV1/2
で少なくとも77％、HBとAnti-coreで67％から75％であり、シェアは決定的なものではないが、
十分に高いシェアが最も重要な要因であり、Abbottのシェアが市場力の推定を生じるのは明ら
かであると判示した。Orthoは、CCBC契約の対象外の赤十字との契約をAbbottを退けて獲得し
ていたが、この事実もサマリージャッジメントを行うには足りないとした。
Abbottの価格が平均可変費用を下回っていないことはOrthoも認めていた。その場合、略奪的
低価格のロビンソンパットマン法の事件であるBrooke Group事件最高裁判決5に依拠すれば、適
法になるのではないかが争点となる。これに対して、裁判所は、Brooke Group事件は一つの製
品の価格割引の事案であり、本件のようなバンドリングリベートには適用されない旨、判示し
た。裁判所は、SmithKline事件判決にこの判断の先例を見いだしている。
だが、裁判所は、OrthoとCCBCメンバーとの間の血液検査事業に利益が出ている故に、法的
責任はないというAbbottの主張を認めて、バンドリングリベートに関して、サマリージャッジ
メントでシャーマン法２条違反の法的責任を否定した。価格割引がいかに大きくても、Abbott
の価格は、Abbottの平均可変費用を上回って設定していただけでなく、Orthoのコストも同様に
上回って設定していたのであり、等しいかより効率的な企業に脅威を与える価格割引のみがシ
ャーマン法２条で非難されると説明している。
また、裁判所は、法的な判断基準として、次のような判断を示した。①独占体が補完製品グ
ループの一部のみ競争に直面しており、②製品をパッケージと個々に、双方で提供しており、
③バンドリング価格とアンバンドル価格の差を競争者が吸収するように効果的に強いている事
案で、原告は、次のいずれかを主張・立証しなければならない。（a）独占体が価格を平均可変
費用を下回って引下げたこと。（b）原告は少なくとも被告と同様に効率的な事業者であるが、
被告の価格設定は原告が生産を継続することを利益の出ないものとしていること。
なお、DMSをめぐるシャーマン法２条違反の主張については、トライアルでの判断を要する
と判示した。
３．LePage事件6
本件は被告のMinnesota Mining and Manufacturing Company（以下、3M）が、陪審の評決を覆
す命令を出すことを求めた申立てを拒否した地裁の命令に対して、被告が控訴した事案である。
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控訴裁判所のパネルの判決に対する原告による再審の申立てが認められ、裁判官全員による審
理の結果、多数意見は地裁の判断を支持する判決を下した。被告の主張は、原告が独占体がコ
スト割れ販売をしていることを立証できないと、シャーマン法２条違反は認められないという
ものだったが、多数意見はこれを退けて、陪審の評決には実質的な証拠があると判示した。
3Mは家庭用、オフィス用のセロテープのブランド品であるスコッチテープを製造販売し、
1990年代初期までシェアは90％を超えていた。原告のLePageは、1980年頃、セロテープのプラ
イベイトブランドの販売を開始し、1992年までに、プライベイトラベルテープの88％を販売す
るに至った。オフィススーパーや大規模小売商が成長し、プライベイトブランドを望んだ事に
よる。プライベイトラベルテープは消費者にブランドテープよりも安く販売されている。3Mも
1990年代初期にプライベイトラベルテープに参入し、ハイランドの名前で第２ブランドを販売
した。
原告は、3Mが低価格の透明テープの利用可能性を制限する目的で反競争的行為を行ったと主
張した。3Mの複数のラインの製品を顧客が購入すると高いリベートを提供するバンドリングリ
ベートにより、3Mはプライベイトテープ事業で有利な地位を占めようとし、また、多額の現金、
販促手当の支払いにより、顧客が3Mと排他的取引を行うよう促したと主張し、原告は、これら
の行為は、シャーマン法1条の取引制限に、シャーマン法２条違反の独占行為と独占の企図に、
クレイトン法３条違反の排他的取引に該当すると主張した。
陪審は、シャーマン法２条違反を認め、シャーマン法１条違反とクレイトン法３条違反は認
めず、損害額を認定する評決を行った。3Mは、陪審の評決を覆す法律判決の申立てとトライア
ルのやり直しを求める申立てを行ったが、地裁は主張の一部を認めたに過ぎず、基本的に評決
を支持した。被告が上訴し、原告もクロス上訴を行った。
多数意見は、シャーマン法２条の適用基準を探る為に、最高裁判例の検討を行った。Grinnell
事件判決7で、被告が関連市場で独占力を保有し、意図的にその力を獲得ないし維持したならば、
シャーマン法２条に反すると判示されていた。本件では当事者は関連製品市場が透明テープで
あり、地理的市場は合衆国であることで一致しており、3Mは透明テープ市場でシェア90％で独
占力を保持していることを認めているので、市場力の問題に拘泥する必要はなかった。問題は、
２条に違反する仕方でその力を維持したかにあり、メリットに基づく競争以外の手段により競
争した場合に、独占体は意図的に独占力を獲得ないし維持したことになる。
3Mの主張は、Brooke Group事件判決に依拠するものなので、同判決後は、価格がコストを上
回れば違反行為はあり得ないとの3Mの理論を受け入れなければならないかが問題となる。多数
意見は、Brooke Group事件の被告は、シェアが12％でしかないが、本件の3Mは制約のない市場
力を有していること、本件で原告は略奪的低価格の主張を行っているわけではないこと、
Brooke Group事件判決後、最高裁がそれを引用してコスト割れ価格でなければシャーマン法２
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条違反にはならないと判示したことはないことをあげて、先例としての価値を認めなかった。
陪審によれば、EGFとその後のPGFのプログラムを通じて、3Mは原告の主要な顧客の多数に
リベートを提供し、原告からの購入をやめるように勧誘した。先例により適法と認められ8、し
ばしばコスト節減を反映する単品に対する数量割引ではなく、3Mのリベートプログラムは、
3Mの製品ラインのうちセロテープを含む文房具等の6つを購入することを条件に割引を提供す
るものだった。また、3Mのプログラムは、個々の製品ラインに顧客ごとの目標額を定めていた。
リベートの大きさは、目標額に達した製品ラインの数とリンクされ、リベートは基準を超えた
部分ではなく購入額の全てに適用して与えられた。顧客にリベートを最大化する為に全製品で
目標額に達するようなインセンティブを作り出した。リベートはかなりの額であり、例えば、
Kマートは原告の事業の10％を占めていたが、1997年に92万6287ドルを受けとっていた。
3Mは、本件を略奪的低価格の事案と把握しようとしたが、多数意見は抱合せ販売に類似する
事案であると把握した。SmithKline事件判決（本稿第１節参照）を先例として引用している。
3Mは広範囲の製品ラインの購入を求めていたから、3Mのリベートの方がより強力なもので、
あるケースでは、特定の顧客に対するリベートは、原告の当該顧客に対する以前の販売額の半
分にも達していたと指摘している。
3Mのリベートプログラムの導入前は、原告の販売額は急上昇していたが、3Mのリベートプ
ログラム導入後、3Mのプライベイトラベルのテープの販売が急増し、原告は鍵となる大規模顧
客を失い、製造過程は非効率的になり、利益マージンは減少して、－10％の売上高利益率にな
ったこと、透明テープ市場の原告のシェアは、1992年に14.44％だったが、1997年までに9.35％
まで下がり、1997年３月には、２つの工場の内１つの閉鎖に追い込まれたことが指摘されてい
る。もう一つのプライベイトラベルのメーカーは、撤退に追い込まれていた。
3Mによる低価格のプライベイトテープの排除は、消費者の選択をより価格の高いブランド品
のスコッチテープに向けて、多くの利益の獲得を目指すものであったこと、スコッチテープの
価格はバンドリングリベートの導入後、引上げられたこと、当該市場への参入が困難であった
ことも指摘されている。
多数意見は、直接にか間接にか、消費者の利益を増進させることに関係しているならば、一
般に事業上の正当化は妥当であるが、被告に立証責任があり、本件では正当化事由は認められ
ないと判示した。
これに対して、少数意見はシャーマン法２条違反は認められず、地裁判決は破棄されるべき
であるとする。価格がコスト割れであったことが立証されていないことが根拠とされている。
原告は、3Mのパッケージ割引が等しく効率的な企業がパッケージ割引に対抗することを妨げる
ものであることを立証する必要はないと論じ、多数意見は3Mの行為は、SmithKline事件で違法
とされた行為と等しく反競争的であるとしているが、少数意見は、同意できないとする。
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SmithKlineは対抗するために競争品をどの程度低価格にしなければならないかを立証すること
によって、競争できないことを立証したのであり、SmithKlineは、Lillyの出したリベートが全
て競争品に帰属された場合に自らがいくら価格を引下げなければならないかを計算したのに対
して、本件原告のLePageは、3Mのリベートに対抗するために提供する割引を計算することで競
争できないことを、立証するよう試みることさえしなかったと指摘している。
トライアルの当時、原告がプライベイトラベルの事業で67％を占めていたことを認識するの
が、決定的に重要であり、原告がプライベイトラベルテープ事業の支配的事業者である中で3M
の独占力の行使に不平を言うのは、皮相的であると少数意見は指摘する。正当化事由を論じる
箇所で、少数意見は、原告は交渉を通じて顧客を維持することができ、他の顧客を失った場合
にさえ、顧客が外国の供給業者に転換したか、リベートに関係のない品質やサービスを理由に、
顧客が供給業者を転換したことによることを訴訟記録は示しているとも指摘している。
さらに、少数意見は、Ortho事件判決が示した判断基準に照らしても、違法性は認められない
とする。原告は3Mが価格を平均可変費用を下回って設定したとは主張していないのであり、原
告側のエコノミストは、原告が3Mのような効率的生産者ではないことを認めていたことによ
る。
また、多数意見の見方とは反対に、市場支配力獲得以外には経済的合理性の認められない行
為を違反行為とするアスペン事件最高裁判決9を根拠に、3Mのバンドリングリベートは経済的
利益に反する行為ではないことから、3Mの行為に対して事業上の正当性が全くない状況ではな
かったと少数意見は論じている。
４．バンドリングリベートに対する違法性判断基準の検討
バンドリングは、２以上の種類の製品がパッケージとして販売されていることを必要とする。
その場合、パッケージのみで販売される場合と、パッケージとともにバラ売りがされている場
合がある。前者が　純粋バンドリング 、後者が　混合バンドリング　と呼ばれている。バラ売
りもされている場合、バンドル品が購入されれば、リベートや価格割引が供与されることがあ
り、これがバンドリングリベートである。低価格を伴うので、消費者の利益になることが典型
的と考えられる行為であり、様々な産業、様々な状況で利用されている。例えば、フィットネ
スクラブは、セッションを個別に又はパッケージで提供し、家具の小売業者は、ベッドとドレ
スをバラ売り又はパッケージで提供し、小売業者は無料の駐車料金を商品の購入とバンドルさ
せる等を行っている10。
こうした中で、バンドリングリベートをシャーマン法２条違反とした第３控訴裁判所の
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LePage事件判決は、違法性判断基準が曖昧で正当なリベートの提供を萎縮させるものであると
して厳しい批判を受け、法律に基づき設置されていた反トラスト法近代化委員会の報告書
（2007年４月２日）でも、特に項目をたてて論じられることになった。
LePage事件判決の多数意見は、略奪的低価格の先例により違法性を判断すべきであるとの被
告側の主張を退けて、シャーマン法２条の一般的な独占行為の先例の判断枠組みに依拠しよう
とした。関連市場における独占力の保持と、優れた製品、事業上の才覚、歴史的偶然の結果と
しての成長ないし発展とは区別された独占力の意図的な獲得ないし維持、が要件であるが。独
占力に関しては、被告の3Mは透明テープ市場でシェア90％で独占力を保持していることが認定
されている。これに対して、独占力の意図的な獲得ないし維持については、バンドリングリベ
ートの結果として、原告は大規模な顧客を失い、製造過程は非効率的になり、利益マージンは
減少して、－10％の売上高利益率になり、透明テープ市場の原告のシェアは、1992年に14.44％
だったが、1997年までに9.35％まで下がり、1997年３月には、２つの工場の内１つの閉鎖に追
い込まれ、もう一つのプライベイトラベルのメーカーは、撤退に追い込まれたとして、競争相
手が排除されたことが認定されていた。バンドリングリベートが結果的に独占力の維持に結び
ついたことは明らかであった。
問題は、競争促進的な行動（例えば、コストを上回る低価格）もライバルを弱めることがで
きるので、ライバルを弱めることは、けっして独占体の行動を非難するに十分ではないことで
ある11。特にバンドリングリベートは低価格を帰結する行為であり、競争促進的で消費者利益
になり得る行為であるが故に、違法性判断基準を明確にすることが求められる。
多数意見は、バンドリングリベートについて、略奪的低価格ではなく、抱合せ販売に性格的
に類似すると位置づけ、SmithKline事件判決（本稿第１節参照）を先例として捉えていた。だ
が、少数意見が指摘するように、原告のSmithKlineは、主導的な２製品を含む３つのセファロ
スポリンの全購入量に基づいて与えられるリベートに１品目で対抗することが強いられ、平均
サイズの病院で約16％、より大きな病院では約35％のリベートを提供しなければならなかった
ことを立証していたのに、LePage事件では原告のLePageは、3Mのリベートに対抗するためにど
のくらいの割引を提供しなければならないかを立証していなかった。被告の方が原告よりも効
率的な事業者であることも、被告の販売価格がコスト割れではないことも、当事者間で争いは
なかった。
Ortho事件判決（本稿第２節参照）は、バンドリングリベートに対抗する為に単品の競争者が
どの程度の割引を提供しなければならないかを、例をあげて説明していた。例えば、シャンプ
ーとコンディショナーが販売されているとして、後者は事業者Aのみ、前者は事業者AとBが製
造販売しているとする。両製品ともに洗髪に使わないといけないとする。Aのコンディショナ
ーの平均可変費用は、2.50ドル、シャンプーの平均可変費用は、1.50ドル、Bのシャンプーの平
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均可変費用は、1.25ドルとする。この場合、事業者Aは相手方がコンディショナーとシャンプー
を別々に購入する場合には、５ドルと３ドルで販売するとし、パッケージで購入する場合には、
３ドルと2.25ドルで販売するとする。パッケージ価格がなければ、Aの両製品の販売価格の総計
は８ドルで、その場合、顧客はコンディショナーに５ドル払うことになるので、BがAと有効に
競争するには、シャンプーを３ドル以下で販売しなければならない。これに対して、顧客がパ
ッケージで購入する場合は、顧客は両製品をAから合計5.25ドルで購入できる。この価格は、A
の平均可変費用の総計を上回っているが、BがAと競争する為には、顧客がAから５ドルでコン
ディショナー（パッケージ）を購入し、かつBからシャンプーを購入するように説得しなけれ
ばならない。シャンプーをBは0.25ドルを超えて値付けすることができない。結果的にAはBを
シャンプー市場から排除することができる。この場合、Bが最も効率的な事業者であるにもか
かわらず、Aの製品を平均可変費用を下回る価格にすることもなく、排除できている。
この分析に対しては、バンドリングリベートに対抗する事業者が供給する製品の数量によっ
て１個あたりの製品に割振られる割引額が異なるという問題が指摘されている。LePage事件判
決（本稿第３節参照）の少数意見が挙げる例では、製品AとBでは競争が無く、製品Cで競争が
あるとして、顧客が３製品を100個ずつ発注し、価格が１ドルとする。３％のリベートは９ドル
に相当する。リベートの効果が製品Cに集中するとこれに対抗する単品のCの競争者は、製品C
を0.91ドルに引下げなければならない。これに対して、製品AとBが100個ずつ、Cが10個しか発
注されないとすると、リベートは210ドルの３％で、6.30ドルとなるが、リベートの効果が製品
Cに集中すると、製品Cの単品の競争者は0.37ドルに価格を引下げなければならないことにな
る。
これに対して、バンドリングリベートの排他的効果を分析する為の、排他的バンドリングテ
ストがある経済学者により提唱されている12。製品Aの単品価格に対してバンドル品ABが上回
っている増分価格が、Bの帰属価格となり、それがBの長期平均可変費用よりも少ない場合に、
排他的バンドリングを行っていることになる。独占企業と同一の事業者が、バンドリングリベ
ートに対抗する為の割引を単品の製品Bに提供できないのならば、製品Bのライバルの市場閉鎖
が生じていることになる。上記のOrtho事件判決が挙げた例では、Bの帰属価格は0.25ドルなの
であり、パッケージ内のBのリスト価格の2.25ドルではない。
このテストは、バンドリングリベートが、同等以上に効率的と考えられる仮設的競争者を排
除できるかを判定することができるように考えられている。このテストは、独占的事業者と同
一の効率性をもっている事業者が競争品を単品で収益をあげて供給することが可能か否かを問
題にしており、現実の競争者がそのように供給できるかどうかを問題にするものではなく、上
述のOrtho事件判決の判断基準に関わる、競争品の販売量によりバンドルリベートの効果が大き
く異なる問題は違法性の範囲を狭める方向で回避されている。また仮設的な同等以上効率的事
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業者を排除できるかを問題とするわけだが、競争品単品での供給を念頭に置いているから、バ
ンドリングで製品を供給できない事業者を同等以上効率的事業者ではないと把握する考え方は
採っていない。
排他的バンドリングテストをOrtho事件に当てはめると、原告の主張のように、HTLV、
HIV1/2、HCVをAbbottから買い、残り２品をOrthoから買う場合には、３品のみのAbbottからの
バンドル価格は、7.57ドルで、５品目とDMSをAbbottから買う場合の7.37ドルを超えており、残
り２品目の増分価格はマイナスとなり、定義によりマイナスの価格はコスト割れということで、
この点では、排他的バンドリングに該当する。だが、この選択肢が唯一の選択肢ではない。す
なわち、HTLV、HIV1/2、HBsAg、をAbbottから買い、残り２品をOrthoから買う場合、この３
品のみのAbbottからのバンドル価格は、5.24ドルであり、５品のバンドル価格は7.57ドルで、
DMSの価格は、４テストでDMSなしと４テストでDMSありとの差額とすると、0.36ドルとなり、
そうすると、買手はAnti-coreとHCVに、1.77ドルを超えて支払わないであろう。1.77ドルがコス
トを超えて利益が出るかどうかが問題となるが、Orthoの経済専門家証人のOrdoverが、HCVと
Anti-coreの結合した限界費用は、1.49ドルと述べており、これはAbbottが排他的バンドリングを
行っていないことを示唆しており、判決が違法性を認めなかったこととも符合している13。
Ortho事件判決は、法的な判断基準として、原告は、（a）独占体が価格を平均可変費用を下回
って引下げたこと。（b）原告は少なくとも被告と同様に効率的な事業者であるが、被告の価格
設定は原告が生産を継続することを利益の出ないものとしていること、のいずれかを立証しな
ければならないとしていたが、この（a）の価格はリスト価格を意味しているが、これを排他的
バンドリングテストの帰属価格に置き換えれば、この（a）と（b）は同一の基準に帰すること
になる14。
この排他的バンドリングテストは、反競争的なバンドリングリベートを識別する第一段階の
基準としては、広く認知されているようであり、反トラスト法近代化委員会の勧告やEUの競争
法82条ディスカッションペーパー15にも現れている。問題はその先にある。反トラスト法近代
化委員会の勧告は、これに続いて、さらに、被告がこれらの短期の損失を埋め合せる蓋然性が
あることと、バンドリングリベートが競争に害悪をもたらしたか、もたらす蓋然性があること
の立証を要するとしている16。これは、バンドリングリベートを略奪的低価格の分析枠組みに
適合させて分析しようとする考え方である。埋合せる蓋然性については、参入障壁が低ければ
埋合せは生じそうもないことになる。
これについては、バンドリングリベートは利潤を犠牲にするものではないから、埋合せの問
題にはならないとされ、市場閉鎖の割合が高ければ当然違法と考えても良いとの考えがある17。
確かにバンドリングリベートは、パッケージ全体では損失は出ていないかも知れないが、利潤
の一部を犠牲にした行為であるとも言えるかも知れない。この点に関しては、さらに検討を深
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める必要がありそうであるが、LePage事件判決の多数意見、少数意見の法理ともバンドリング
リベートの有する排他性を的確に捉えているとは言い難く、排他的バンドリングテストを違法
性判断基準の一部に組み込むべきものと考える。
ただし、バンドリングリベートを抱合せによる市場閉鎖の問題と考える場合には、競争品を
販売する競争者が市場支配力のある製品と同質の製品を他から入手できないのかがさらに問題
となる18。競争者が他から製品を入手して、自らパッケージ製品を提供できる場合には、抱合
せによる市場閉鎖の問題ではなく、パッケージ製品全体での略奪的低価格の問題となろう19。
バンドリングは、単品の販売も行われている場合には、顧客の側に選択の自由が経済的合理
性の点で事実上、無いと認められる場合に、取引強制に等しいものとなる。アメリカ法では、
抱合せ販売はこれまではシャーマン法１条とクレイトン法３条の問題とされてきたが、当然違
法の法理の範囲を形式要件から限定して回避する為にこれらの条文は適用されず、かわってシ
ャーマン法２条の問題とされてきているように思われる20。この点、日本の独占禁止法やEU競
争法では、抱合せ販売が原則違法とされるようなことはないので、こうした形式要件の問題は
生じない。日本法の場合は、不公正な取引方法の一般指定10項が抱合せ販売を規制する明示の
規定である。10項に該当する事実上の取引強制と認められるバンドリングリベートの必要条件
として、上述の排他的バンドリングテストは意義があろう。
バンドリングリベートを抱合せ販売の問題として取扱うとしても、さらに反競争的効果をど
のように認定するかの問題がある。従たる製品市場のどの程度の割合が閉鎖されるかが問題と
なる。単に数量的な割合に着目するのではなく、市場において抱合せやバンドリングリベート
により囲い込まれる顧客が競争者にとってもつ意義にも着目する必要がある。囲い込まれる市
場の大きさにより、競争者が規模の経済性やネットワーク効果を得られない場合には、市場閉
鎖効果が高まる21。
他方、バンドリングにより製品を提供することによって、供給コストを削減できることが明
確に立証できる場合は、正当化事由として扱われることになろう22。
結びにかえて
本稿では、バンドリングリベートに対する競争政策には、抱合せ販売に等しい取引強制とし
て捉える考え方と、略奪的低価格として捉える考え方があり、バンドリングを独占禁止法の不
公正な取引方法の一般指定10項に規定する抱合せ販売等の取引強制の一類型として把握する場
合には、取引強制に相当するバンドリングリベートである必要条件は、製品Bの取引を強制す
る場合では、製品Aの単品価格に対してバンドル品ABが上回っている増分価格が、Bの帰属価
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格となり、その帰属価格がBの長期平均可変費用よりも低い場合であると考えられることを、
アメリカ反トラスト法とEC競争法の運用に際して行われている議論に基づき明らかにした。
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